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問題意識

アジア地域にく新 しい視点 〉からアプローチする地域研究が盛んに行われている。その

く新 しい視点〉とは、アジアをひとつの地域 システムとして広 く捉えたうえで、特定地域

の構造変動をダイナ ミックに読み解いていく視点である。その際ひとつの 「鍵」になって

くる現象が、国境を越えた人や資本の移動であろう。またそのような移動を可能にするも

のとして、多様なネッ トワークや交易圏の存在を考えることができる。

本稿は、そのような視点か ら、韓国の済州島(チ ェジュ ド)1と 、多数の済州島出身者

が居住する日本の在 日コリアン社会 との相互作用に着目する。そ して、移住先の社会に形

成 されたエスニ ック ・コミュニティを視野に入れた地域研究の有効性について具体的に検

証 してみたい。

まずここで、本稿の構成を簡単に示 してお く。

はじめに、地域社会と移住先のエスニック ・コミュニティとの関連について若干の予備

考察を行 う(一)。 次に、拙稿で取 り上げるエスニ ック ・コミュニティである在 日コリア

ン社会と在 日済州島人社会の成立について述べる(二)。 その上で、済州島社会の 「開

発」に深 く関わってきたある在日コリアン団体を取 り上げ、その活動の足跡を詳細に追い

なが ら、戦後の 「済 ・日」関係を再構成 していく(三)。 そして最後にこれらの作業か

ら、1、 地域研究におけるエスニック ・コミュニティ検討の意義と、2、 本稿でとりあげ

たような国際的ネッ トワーク上での移民 とエ スニ ック ・コ ミュニティにおける組織を分析

1済州島は
、朝鮮半島の南方約80Kmに 浮かぶ面積1800平 方Kmの 島である。古くは耽

羅国と称する独立国家であ った。行政地域である済州 「道」は、この済州島と周辺の島々か ら構成

されている。なお済州島の歴史については、金泰能(梁 聖宗訳)1988、 また民俗文化については後

述の泉をはじめ、崔1979、 桜井1990な ど優れた研究がある。また済州島研究の概観には、申幸徹 ・

夫萬根 ・高南旭 ・金秦保 ・許鐵沫 ・金榮敦1985、 が便利である(但 しハ ングル)。
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するためのモデル(「 移民制度体モデル」)を 提示 して、結論にかえたい(四)。

地域 社 会 とエ ス ニ ック ・コ ミュ ニ テ ィ

トマ スとズナニエ ッキの 『ヨー ロ ッパ とア メ リカにお けるポー ラ ン ド農民』 は、社会学

にお ける移民研究の嗜矢 と して しば しば取 り上 げ られ るσhomas&Znaniecki1918-20)。 こ

の大著 にお いて 著者 た ちは、 移民過 程を、(1)移 民元の ポー ラ ン ドの 伝統社 会の分析

(第 一部序論お よび第二部一章)、(2)移 民の組織化過程(第 三部一章の1)、 そ して

(3)ア メ リカでの移民者の適応 とコ ミュニ テ ィ生活(第 三部一章のII以 降)の3つ の

フェイズ に分割 して捉え、それぞれに個人 の生活記録な どを用いなが ら詳細な分析 を行 っ

てい る。 また トマ スの 同僚 であ った シカ ゴ大学 のR.E.パ ー クは、 『ポ ーラ ン ド農 民』に

おいて提出 された枠組 みの うち、特 に第3の フェイズについて、合衆 国都市 部の様 々なエ

ズニ ック ・コ ミュニテ ィを対象 に、調査 と分析を行 った2。

仮に近 年の移民研究 につ いて、 この枠組 みをあて はめてみる と、 『ポーラ ン ド農 民』 と

同 じく、母村か ら移民先 の コ ミュニ ティへ の移民 と適応 を、いわば移民の全 過程 としてみ

る研究が 多い ことが わかる。社会学 ・人類学 的研究に限定すれば 、都市化 な どによる伝統

的農村の解体 と都市へ の移動(再 組織化)や 、母社会の政 治状況が移 民先 のエスニ ック ・

コ ミュニ テ ィに及 ぼす 影響 の分析な どが ここに含 まれる ことになろ う(た とえばBousquet

1991)o

それ に比 して これ まで少なか ったのが、移 民先 のエスニ ック ・コ ミュニ テ ィが母村 に与

え る影響 につ いての研究 である。 この視野か らの研究は、主 に若 い労働力の 「出郷」 によ

る母村の 高齢化 や、男女 のア ンバ ラ ンス とい った、移民現象 自体 によ って母村が蒙 る影響

を分析 した ものが 一般的 であ った(た とえばOstergrenl988)。 コ ミュニ ティが 意 図的 に母村

に及ぽす作用や、帰還者が母村 にもた らす 影 響な どを、 よ り広 い文脈か ら捉え る研究が 出

て きたの は近年 のことである(先 駆的な もの と してWatson1975、 近年 の成果 の一例 と して

M畠ss{ッ1987)。 そ もそ も移民過程は 、移民先 のエスニ ック ・コ ミュニ テ ィを対象 に した研

究のなかで扱われ ることが多 く、必ず しも母 地域 とエ スニ ック ・コ ミュニテ ィを結 びつけ

る分野 とな って いなか った ことがその一 因で はなかろうか。国境を越 え たネ ッ トワー クの層

2パークの民族関係論については
、拙稿1992を 参照 していただければ幸いである。
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両 端を構成 し、〈ひとつの生活世界 〉に存在するくふたつの地域 〉を有機的に結びっけた

地域研究の進展はまさにこれか らだといえよ う。

拙稿は以下で、韓国社会 と在 日コリアン社会の関係に焦点をあてる。 この両地域につい

ては、済州島と日本の済州人コミュニティの双方について調査を行った泉靖一の先駆的業

績がある。拙稿はその成果もふまえつつ、まず在 日社会形成の素描か ら事例分析に入 って

いきたい。

二 日本 における在 日社会 の形成

1、 在 日コリアン社会の形成史

1910年 のいわゆる韓国併合がおこなわれた当時、日本に在住するコリアンの数は千

人にも満たなか ったという。 しか し日本の対朝鮮植民地政策によって、多 くのコリアンが

住み慣れ た故郷を追われ、職を求めて日本へ と渡航 してくること となった。その数は、

1920年 には3万 人、30年 には約30万 人へ と増加 し、1940年 には実に100万

人を越えた(徐1995:84)。 またこれを地域的に限定 してみると、 たとえば拙稿で扱 う団

体の活動の中心となった東京では、1930年(昭 和5年)当 時3万 人強が居留 していた

という(東 京府社会部学務課1936)。 さらに強制連行などのため日本に流入 して くる数は

増え続け、1945年 の解放時にはその数は240万 人にのぼったとされる(秋 庭1986)

(金賛汀1985)3。

解放後は大半の人 々が帰国 し、1950(昭 和25)年 には約54万 人までその数は減

少 した。 しか しその後は微増を続け、現在韓:国・朝鮮籍を含めて約70万 の人 々が日本に

在住 している。こうして在 日コリアンは、現在 日本に住む最も多い外国人を構成 している

のである4。

3これ ら戦前の韓国 ・朝鮮人の人口動態については、既存の多 くの研究成果によってい

る。そもそも後にも触れるように、日本 ・朝鮮間は流動人 口も多 く、定住人口の提示だけでは不十

分であろうし、在朝日本人の存在も忘れることはできない(金 正根 ・園田恭一 ・辛基秀1995)。 し

か しながら拙稿の問題意識から、これらの数値を戦前における朝鮮 ・日本間の人口移動が極めて多

かったことのひとつの証左 として挙げておくことにした。

4法務省入国管理局1993
、などを参照 した。もちろんこの数字には日本国籍を取得 した人

の数は含まれていない。
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2、 在 日済州島人社会の形成

では、済州島出身者の場合はど

うであ ったのだ ろうか。済州 島に

おいて も、 日本か らの職工募集に

応 じるかた ちで1920年 代か ら

本格的な渡航が始ま った とされる

(杉原1986)。 第一次 世界大戦に

よる好 景 気 と、1922年 に済

州一大阪間の定期航路が 開設 され

たことな どともあいまって、は じ

めは主 に阪神地 区に集中的に渡航

府県別済州道出身者人口

大阪府

東京都

兵庫県

神奈川県

埼玉県

その他

総言

72,463 

21,964 

 6461 

 2786 

 2549 

11,464

61.6 

18.7 

 5.5 

 2.4 

2.2 

 9.7

117,687 100.0

(在留外国人統計、平成元年度版)

が行われた(金 賛汀1985)。1925年 の大阪府下に在住する朝鮮人の うち、約2割 が済

州島出身であったとい う(杉 原1986:221)。 そして彼 らは同郷会や親族会といった、地

縁 ・血縁のネ ットワークを形成させていった。また彼 らの うちには、新 しい生活をきりひ

らくため東京方面に移住する人たちが現 れてくる5。そして彼 らが東京における済州島人

社会をつ くりあげてい くことになる。

やがて集住地区などでは、同胞 と結婚を して定住する人たちがあらわれてくる。彼 らの

なかには同胞相手の下宿屋などをすることによって経済的にも成功 した人たちが含まれて

いた。そ して解放後 も日本に滞在 した人々は、戦後の渡航者にとっては渡航の格好の導き

手となった6。こうして戦後大阪や東京を中心に在日コリアン社会のなかに、在 日済州島

人社会が形成されていったのである7。

5梁聖宗氏(耽 羅研究会)の ご教示による
。

6済州島でのインタビ
ューによる。あるインフォーマン トによれば、戦前 ・戦中期におい

て済州島出身者の定着と移住先でのネットワークの形成がすすんでいたことが、戦後早い時期の渡

航(密 航 も含 まれる)に おいて済州島出身者が比較的スムースに日本社会に適応できたひとつの要

因であるという。

7済州島出身者が在 日コリアン社会にあ
って、彼らの紐帯を維持 しえた初発的な理由は、

朝鮮半島の人々との生活習慣における様々な違いや、 「島の人」として済州島出身者を低 くみる

「陸地の人」のまなざ しがあったとされる(秋 庭1986な ど)。
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3、'済 州島の現況 と日本社会

ではここで、現在の済州島と日本との関係を一瞥 しておこう。

先述のように、現在約70万 のコリアンが 日本に住んでいる。そのうち済州道出身者は

約11万8千 人である。地域別にみて最も多数を占めるのは、慶尚南 ・北道出身者である

が、済州道の人口(1990年 で約55万 人)と の割合で考えれば、非常に多 くの済州島

出身者が 日本に居住 しているということがで きる。また、韓国内部における済州島出身者

の居住状況をみても、釜山(約8万 人)、 ソウル(約5万 人)な どと比べて、 日本に在住

している済州島人は極めて多い(在 日本済州開発協会1991)。

(年)
1955

1960

1965

1970

1975

1980

1985

1990

200 250 300 350 400

済州道の人口

450 500 550

(各年度道統計より)(千 人)

また後述するように、近年済州島が大々的に観光地化されるにつれ、日本人の渡航者も

増えた。1990年 の一年間に、実に14万 人の 日本人観光客がこの島を訪れている(後

出のグラフ参照)。 今や済州島は日本人にとって最 も 「身近な外国」のひとっ となってい
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るのであ る己。

4、 日本 に お け る済 州 道 ネ ッ トワ ー ク

先 に もふれ たように日本における済州 島出身者 は、彼 ら独 自のネ ッ トワー クを持 ってい

る。 それ は、 同 じ村 出身であ ることによ ってつなが った 同郷ネ ッ トワー クであ り、 また同

じ一族 に属す ることによってな りたつ血縁 ネ ッ トワークで ある。 そ して これ らの各 ネ ッ ト

ワークの結節点 とな るのが、 同郷会 であ り親族会 なのだ。筆者 たちが済州道で入手 した統

計 資料か ら算 出 した在 日済州 道系 団体 の数 は、総計で約150近 くにのぼ った9。

同郷団体の地区別分類

そ の他 ・不 明
全道 レベル

南済州郡
済州市

.
北済州郡

(済州道公報官室1991,小 川 ・寺岡1995よ り作成。但 し西

帰浦市は南済州郡に包含)

8現在
、飛行機の直行便が東京 ・名古屋 ・大阪 ・福岡か ら出ている。 日本か ら直行便が出

ている韓国の都市はソウル ・釜山と済州のみであるところからしても、両地域の人的移動の多さが

推測される。

9在日社会か ら済州道への様々な寄贈を済州道庁が集約 した資料である(済 州道公報官室

1991)か ら抜き出したもの。したが って現存団体数ではない。この資料については、大阪および済

州道において済 日関係史に詳 しい複数のインフォーマン トに確認していただいた結果、信悪性はか

なり高いということであった。なお、この資料自体の紹介と数量的な解析の概要については、すで

に小川 ・寺岡1995、 において行 っている。
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拙稿はそれ らの済州島系団体のなかか ら代表的なものを一つとりあげる。そ してその活

動を詳細に追 うことによって済州道 という地域の変容 ・発展におけるエスニック ・コミュ

ニティの存在意義について考えていく。取 り上げる団体は、東京を中心 として活動を続け

るS協 会である10。

三S協 会 の 自然 史一 ケ ース ス タデ ィー

1、 協会の設立 と済 日関係の再構築 60年 代 ・

S協 会の設立

S協 会の設立の要因は終戦まで遡る。第二次大戦が終結 し、コリア ンにとってはそれは

他な らぬ解放を意味 したのであるが、その反 面各種産業の荒廃は、商業や製造業などで生

活の基盤を築きつつあった一部の在 日コリア ンたちにとっては失業などの問題を生み出す

こととなった。そこで 「相互扶助による自らの生活基盤の確保をめざし」て、協会は設立

された とい う(『 記念誌』11)。 この記載やイ ンフォーマ ントの話から次のことがわか

る。すなわち、 この時期からあいついで結成 された済州道系の団体は、た しかに郷土の貧

しさへの支援 という面もあるが、 もうひとつ 自らの 日本における相互扶助ネッ トワークの

強化とい う目的 もあったのである。

1959年9月 、東京において第一次の発起人会が行われた。参加者 は12名 であっ

た。そこにおいて合意されたことは以下の5点 であったという。

10先述のように在 日社会にある済州道系の団体は数多い
。そのなかで今回特にS協 会を選

んだ理由は、まず、特定のムラへの寄贈や交流を対象とするのではな く、道全体を対象とする団体

であることが挙げられる。いわゆる 「ムラレベル」の団体の済州道に対する影響を軽視す るもので

は決 してないが、ケーススタディとして特定の一団体に焦点をあてっっ、済州 「道」という地域の

変容との関わりを見るためには、いわゆる 「全道 レベル」の団体のほうがより適当だと考えた。ま

た全道 レベルの諸団体のなかでも、今回とりあげるS協 会は、歴史も最も古い部類に属し、かつ活

動への参加者も多い。関東地区の済州島出身者の一部を対象にアンケー ト調査を実施 した高の結果

によれば、回答者の28%がS協 会に所属 しているという(高1992:221)。 このように現在も活動

を続けているという点で戦後の済州 ・日本関係を見るにふさわしいと考えられるからである。

11またこの団体は 「S協会記念誌(仮 名)』 というかたちで詳細な活動記録を残 してい

る。従 って本章は、記念誌の時代区分や記述に主に依拠 しつつ、他の資料や関係者へのイ ンタ

ビューなどを援用 しなが ら協会の歴史と活動を再構成 していく。
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・合意事項

1、 会員1千 人を目標に入会の勧誘を行 う。

2、 入会金を1万 円、会費千円とする。

3、 会の財政が2千 万円になれば、財団法人組織 とし、郷土開発のための公益

事業にも着手する。

4、 会は主として日本で公益事業を担当する。一方、済州道には営利事業体を

副次的に設置 し、その利潤を道開発に使用する。

5、 会は政治的問題を度外視する。

(『記念誌』:55)

こうして同年11月 、S協 会設立の設立が宣言された。また民団の協力を得て、済州道

出身者全員に呼訴文を送付 している。すでに この時点で、ある特定のムラではな く全道対

象の組織を形成することを 目指 していたこと、 しかも法人組織の設立などを謳い、済州道

にも営利事業体を設立することなど、大規模な活動が意図されていたことがわかる。 しか

し国籍的には民団の名簿による呼びかけ文の配布であるか ら、いわゆる朝鮮籍の人は対象

外となっていたことも推察 される。記念誌には、当時の最大の関心事が 「いかにすればわ

が祖国は よくな るか」 、 「済州島の生活文化の向上」であったと記されている(r同 』

55)a

しか しなが ら、顔見知 りの者が中心となる洞 ・里単位のネッ トワークと異なり、全道を

対象としたS協 会は当時いわば馴染みの薄い ものではなかったか。創設の呼びかけ人たち

は、12名 という結成時の会員を増やすため に、 「一人一人つてを辿ってまわり、賛同者

を増や し、組織作 りを していった」とい う。 ここで戦前から形成 されていたムラの地縁 ・

血縁のネ ットワークを頼 りに大規模な組織作 りを目指したことが推察 される。解放後の韓

国政治は混乱状況にあり、会は政治的な問題を回避するための様々な苦労を重ねなが ら、

会組織の拡大と基盤固めに乗り出 していったのである。

こうして約2年 の準備期間を経た後、S協 会の創立総会が1961年 、40数 名の参加

者をもって行われた。では、そこにおいて合意された会の基本方針と初年度の事業計画と

は、 どのようなものであったのだろうか。

・初年度事業計画案
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1、 協会機関誌の発行。

2、 済州農 ・畜 ・水産技術研修生の招請。

3、 郷土開発のための実情調査のために人間の派遣。

・基本方針

1、 郷土一済州道の経済 ・産業 ・教育 ・文化 ・観光など、広範囲にわたって資

料の収集と研究を重ね、実情を正確 に把握することにより、郷土開発資

金投入の展望を樹立 し、事業計画を実現させる。

2、 在 日僑胞と郷土間の人事交流を促進 して、郷土開発の懸案について、直接

意見の交換を行い、相互理解 と絆を基盤にして、郷土建設への連帯感を

強め、郷土愛を鼓舞 し、開発事業に結集させる。

(『記念誌』:57)

権の交代 によって開発の気運が高まっていた。まさ

にS協 会の活躍する土壌は整いつつあった。道路整

備や上水道工事、電気敷設 といったインフラス トラ

クチャーの整備を中心に、S協 会は次々と支援事業

に着手 してい く。 しか し一方ではこの頃か らすで

に、済州芸術祭、耽羅美人大会の開催支援や文化賞

の設立といった、文化事業への支援 も熱心に行 って

いったのである。単に経済開発一辺倒ではない姿勢

がここに出ているといえよう。

ところで、これ らの行為はなにもS協 会が在 日済

ここにおいては、会結成の一要因となった在日済州島人間の相互扶助とい う言葉は背後

に退いている。そして会の 目的である、済州道発展のための事業展開が第一に掲げ られて

いる。 しか しなが ら注 目してよい点は、拙速 に援助を開始するのではな く、済州島が何を

必要としているのか、をまず正確に知ろうとする努力を掲げている点である。まず、道知

事に対 し、郷土開発に必要な産業 ・教育 ・文化に関する資料とともに、道当局の方針およ

び展望などを紹介する書簡の送付を依頼1している。この点については技術導入などとの関

係で後で再考したい。

おりしも済州道では、1961年 頃か ら知事や政

S協 会 の 寄 贈

期間 回数

1961一 2

1966一 7

1971一 7

1976一 7

1981一 5

1986一 7

計 3

(済州道公報官室1991)よ り
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州人社会にさきがけて行 ったということではない。協会設立以前か ら、すでに個人や小規

模なムラの同郷会による故郷への寄贈は しば しば行われていた。それ らはたとえば、母校

の国民学校への図書やオルガンの寄贈であったり、故郷の里事務所の改築費用であった り

した12。S協 会の活動はそのような在 日済州道民の 「故郷に対 して何かできることを した

い」という素朴な心情を大規模にネットワーク化 ・組織化、あるいは事業化 していくこと

であったからこそ、結果的にな広範な支持者 と効果的な援助事業を展開できたとみること

ができよう。1962年 、S協 会は事務所を開設 し、より一層安定 した運営のための事務

体制を確立 させていく。

済 日関係 の再構築

解放後、済州島と日本(在 日社会)と の往来は公式には途絶 した。それは、頻繁な人的

交流の上に成 り立っていた済 日間関係にとっては大きな痛手であった。S協 会はこの途絶

された関係を再構築すべ くさまざまな事業を打ち出してい く。

1)郷 土への訪問

郷土との連絡を強固なもの とするために、S協 会 は郷土訪問団を派遣する。 こうして

1962年 、約20年 間公式に途絶えていた済州島一日本間の一般人の交流が、ようやく

再開されたのである。そのときの様子を協会の記念誌は、 「それはあまりにも感動的であ

り、感激にあふれるものであった」(『 記念誌』:61)と 表現 している。

少 し長 くなるが、済州島での訪問団長のメ ッセージを引用しておきたい。ここには協会

設立当時の会員たちの心情や考え方がよ く示されている。

「まず もって国家再建事業 に献身 ・努力 してお られる母国の愛国同胞 に敬意 を表 しま

す。 … 私たち一行の母国訪問の 目的は祖国の再建の姿を視察 し、済州道の経済開発に

12このオルガ ン寄贈について
、一人の在 日インフォーマ ントが語 って くれた1960年 代

半ば頃のあるエピソー ドを紹介しておきたい。

ある時彼は済州島の母校のある児童から 「学校にオルガ ンがほ しい」 という一通の手紙を受け

取った。その頃彼は丁度同郷の人たちと親睦会として月一回程度の食事会を していたので、そこで

その話を持ち出したところ、話がまとまり、結局共同で14台 のオルガンを贈った。すると、オル

ガンを受 け取った学校の子どもたちから、次 々と感激的な感謝の手紙が舞い込んだのである。思い

もかけないその手紙を、彼らは 「涙を流 して読み」、結局それ以降、数次にわけて全道143校 に

オルガンを寄贈 したのである。このためかれ らの集まりはすっかり有名にな り、 「オルガン会」と

呼ばれるようになったという。
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ついて当局の意見を拝聴することによって私 たちが協力することのできる要素を発見する

ことにあ ります。日本に住む僑胞は、在 日本S協 会を通 して愛郷意識を高めてお り、済州

道開発を全面的に手助けす るのは難 しいにしても、教育など諸事業の発展を心か ら支援 し

ています。

私たちは日本に戻 って出来る限り、済州道 の発展に力を注ぎ、居留民の愛郷心を呼び起

こすようにします。私達は本国政府が未開発地域としてその素地が豊富な済州道の開発の

ため、よりいっそう関心をもってくれることを期待 し、母国の経済再建事業が効果的に遂

行されることを期待 してやみません。」(『 同』:63)

(件)在 日社会か ら済州道への寄贈件数の推移

(済州 道公報官室1991、 小 川 ・寺 岡1995よ り作成)

訪問団は、道庁、道路工事現場の視察、警察局、地方法院、済州大学などを訪問 し、済

州道の 「現況の聴取」を行った。さらに市庁を訪問 し、そこで市民会館新築の協力要請を

受諾 している。 また、済州酒精工業株式会社 を見学 し、済州道の工業技 術の水準把握を

行っている。また新 しい換金作物となりえる蜜柑の苗木を寄贈 して、済州道を発ち、ソウ
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ルに向か った。 ソウルでは国家再建最高会議を訪問 している13。

2)日 本への招請

郷土との人的交流と、適正な支援のための現状把握を 目的とした、済州道への 「郷土訪

問 ・視察」を開始する一方で、S協 会は済州道の人々を様々な 目的で 日本に招請するとい

う活動も開始する。そのなかでも初期の事業 として目に付 くのは、1962年 の済州島の

高校サ ッカーチーム招請である。これは日韓両国のはじめての国際試合 として注 目を集め

たと同時に、当時の 日本の強豪チームを次々と打ち破ったことで、在 日済州島人に与えた

肯定的な心理的イ ンパ ク トは非常に大きかったようだ。そのせい もあってか、会員数は

1962年 度中に100名 から150名 に増加 している。

1963年 以降、済 日間の往来が一層活発化する。63年 には、S協 会の招請によっ

て、道知事 ・済州大学校長 ・商工会議所長 ・済州新聞社社長などが来 日、日本国内の県庁

や工場などを精力的に見学 している。記念誌 には、 「済州島からの来 日者が増える。事務

所を訪問する者が多 くなる」という記述がみえる。60年 代後半は、済州道産業訪 日視察

団、道知事、教育視察団など毎年10団 体(個 人)程 度の来日があり、S協 会はそれ らの

日本側訪問先 とのコーディネー トや歓迎式の 開催などを活発に行い、済州道 と日本社会と

のパイプ役を積極的に果たしてい く14。

済州道 の 自立 を目指 した支援事業

済 日双方向での人的交流が頻繁に行われるようになるにしたがって、S協 会は今済州道

が必要としているものを的確に把握 してい くようになる。そうして積極的な援助活動を開

始する。

当時の済州道にとってなににもまして必要 であったのは、かの地に経済的豊かさをもた

らす、土地に適合 した換金作物であった。蜜柑苗木の寄贈事業はそのような必要性か らは

じまったものである。60年 代後半から70年 代半ばにかけて、済州道にあた らしい安定

13ここで
、済州道にホテルがないことが話題となり、S協 会の会員の一人が自らその建設

を承諾、翌年には建設されている。後年ある会員は、この件について、 「恐 らくこれが私達協会が

最初に済州道観光開発の上で推進 した観光事業の先駆ではなか ったかと考えます。」 と述べている

(海外同胞問題研究所1993:40)。

14S棚 会記念誌巻末の年表か らカウン トした
。
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した産業を育成するという意味で、S協 会が寄贈 した苗木の数は実に200万 本にのぼっ

たという(『 記念誌』)15。

柑橘類の生産高

(資料:済 州道柑橘特作課)よ りグラフ化 (年)

支援事業は、たんに物質 ・経済面のみにとどまらなかった。将来の済州道の指導的人材

を育成するためのさまざまな試みを、S協 会 は率先 しておこなっている。そのひとつが技

術研修生 の受け入れである。1965年 には済州道産業開発技術研修生10名 が招請さ

れ、 日本大学で1年 間研修をお こなって帰国 した(『 同』:89)。 また、1968年 には

済州道での奨学事業の支援を開始 し、翌年済州道奨学会の創設に際 して賛助を行 ってい

る。

15S協 会や他の在 日済州道系団体による蜜柑苗木寄贈運動の結果
、蜜柑は済州道を代表す

る経済作物に成長 した。道統計によると1980年 には、栽培面積1万5千 ヘクタール、520億

ウォンの収入をもたらすこととなった(済 州商工会議所1991:148)。
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苗木寄贈にせよ研修生の受け入れにせよ、また奨学事業の支援にせよ、あ くまでも済州

島の将来の自立を目指 した支援事業であるということができよう。

組織強化

しか しなが ら、これだけの質 ・量をもった事業を継続するためには、組織を拡大 ・強化

するための努力 も必要 となる。S協 会は援助 ・交流活動を行 う一方で、組織の一層の拡大

と強化のための努力 もおこたらなかった。まず、機関誌を創刊 し、済州島と日本の双方に

配布する。これによって協会自体の広報 と会員への方針のすみやかな伝達がね らいとされ

ていたと思われる。

また、第8回 定期総会(1968年)で は、

1、 各洞 ・里親睦会に本協会の事業を知らせて全員の入会を図ると同時に親睦会

会長には理事として協助 しあえるよう努力する。

2、 会員の連絡を緊密にするため、地域ごとの連絡網を設定する。

3、 会員間の親睦を図るため、家族を含めた運動会を実施する。

といった方針 も確認 され た(『 記念 誌』:109)16。

ここで も、済州道 出身者 に根強い といわれ る洞 ・里 レベルのネ ッ トワーク資源を利用 し

て、組織 の安定 と拡大をね らった もの と思 われ る17。

16ところで
、このように巧みに済州島と日本とを取り結び、次々と時宜を得た企画を生み

出していく、開発協会の指導者 とは結局どのような人たちなのだろうか。S協 会で会長職を勤めた

こともある、ある人物のライフヒス トリーを簡単におってみることにしよう。

1920年 代生まれの彼は、13歳 で渡日し、中学に入学したが、戦争のため中退、解放を日本

で迎える。その後、大阪での工員をかわきりに、いくつかの商売に乗 りだし、悪戦苦闘しなが ら、

朝鮮戦争の特需景気などで財をなすにいたった。また若いころから民団でも経済担当として活躍し

た。このようにして身につけた財力や経済の知識 ・民団での人間関係などを、彼は郷土発展のため

に惜 しげもな く投入 してきたのである(海 外同胞問題研究所1993)(済 民日報社1994)。

17ただ
、実際にどの程度この方策が効果を挙げたのかということは、現時点では不明であ

る。対面的関係や故郷での共通の生活体験を核として形成 された里 ・洞 レベルのネットワークとそ

れ らの 「上位」に位置することになる 「道」のネットワークとの差違が、たんに規模 「=量」的な

ものなのか、・あるいは、質的なものなのかという点は、さらに検討されなければならない課題であ

ると思われる。
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2、 開発の進展 と交流の変仕 70年 代 ・

済州道の経済発展

これ らS協 会の様々な事業は、ひとえに済州道と日本(ま たは韓国の他地域)と の様々

な 「格差」を解消 したいという在 日済州道出身者たちの思いを原動力 として始まったとい

うことができる。そしてようや く、その努力 や、ほぼ時を同じくしてはじまった済州道の

開発計画などによる成果が、60年 代後半か ら徐々に現れてきた。

済州道が推進することになった総合開発計画 とは、漢學山の国立公園化や島内一周道路

の舗装、港湾施設の拡張、国際空港としての飛行場の建設、港湾の整備、電 源開発などで

ある。これらはその内容か らも明らかなように、観光開発を視野に入れたものであった。

この開発計画の実施によって、観光施設や資源は徐々に整備され、その結果として済州島

を訪れる観光客の数は、1961年 の1万 人か ら、1976年 には36万 人 と爆発的に増

大 していったのである(済 州商工会議所1991な ど)。 また、第三次産業の発達などに伴っ

て道民 も豊かにな り、1969年 には道民所得が全国3位 にまで上昇 した。また1970

年代か らはじめ られたセマウル運動の影響もあって生活環境の整備が進んだ時期でもあっ

た。

このよ うな済州道の変化に、S協 会も事業内容を徐々に変化させてい くこと となる。

1975年 の第15回 定期総会は、解放30年 の記念総会 ともなったのであるが、その内

容を記録 したS協 会の記念誌には、次のような文章が記されている。

「済州道にとってこの30年 間は 『繁栄の神話』を創造 した30年 であったといえる。

過去には、大げさではな く絶海の孤島とされ、1950年 代になっても経済的にも文化的

にも満たされない生活を余儀なくされてきたが、こんにちでは精神面および物質面でも大

きな変貌を遂げた(『 記念誌』:163)。 」

そして総会(160名 参加)で は以下のような事業計画が承認されている。

1、 会員間の親睦増進

2、 青年部育成

3、 技術研修生の招請
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4、 友誼団体との連携

これをみると、 「会員間の親睦」 が第一に、青年部育成が第二 にきていることが知れ

る。また第4に は友誼団体 との連携 が挙が っている。ここからも、 自らが新 しい状況に

入 ったとS協 会が解釈 したことがわかる。ではその新 しい状況 とはなんだろうか。

事業方針の転換一対内的な事業強化一

端的にいえば、それは会内部での新世代の登場に集約 されるものであった。S協 会の記

念誌 も、

「1世 にとっては生まれ育った故郷への愛着は計 り知れないほどであるが、2世 にはそれ

が実感とならない場合が多い。協会創立10周 年を契機 として、さらに組織を充実発展さ

せるために、愛郷心を覚醒させ、本協会の存在と事業活動の意識を広 く知 らしめることが

大きな課題 となった」(『 同』:125)

と述べ、在日2世 の考え方について十分考慮 しながら活動 してい く必要が生 じてきたこと

を指摘 している。第12回 総会では、対外的な事業ばか りでな く、 「対内的な事業の強化

を望む声が強 くあり、家族を含めた慰安会、趣味同好会等、親睦事業を積極的に推進 して

いくことが望まれ」るようになった。これ以 降、S協 会の事業年表にも上記のような対内

的行事記録が多 くみられるようにな ってくる18。

また、郷土訪問団にも積極的に2・3世 を参加させることが推奨されるようになった。

第10回 郷土訪問団(1975年8月)は122名 が参加 したが、朝鮮籍の人が初訪問を

果たしたことと同時に、50名 以上の2・3世 が参加 したことが特筆される。当時の会長

はこれについて、 「かれらを故郷の土にな じませることはどうしても必要で しょう。祖国

を直接見ることが同族愛、ひいては民族精神を蘇生させるまたとないチャンスであること

はいうまでもない」 と述べている(『 同』:167)。 この時期から毎年の ように2世 教育に

重点をお く郷土訪問団が渡韓 した。受け入れ側でも、韓国の言葉 と教育を行 うプログラム

18この他にも
、青年部育成資金の募集、家族同伴新年会の開始(理 事の子女のうち成人を

迎えた者 に記念品を贈る)、 韓国語および歴史講習会の定例化などの企画が矢継ぎ早に打ち出さ

れている(r記 念誌』)。
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を用意 し、積極的に協力をおこなった。

これまでのS協 会と済州島の関係を考えてみると、た しかにある援助行為が決定される

までには両者の双方向的な交渉が介在するが、最終的には在 日コ ミュニティのS協 会か ら

出身地域への無償の援助という、一方向的な作用によって締め くくられていた。いわば、

出身地域の社会は移民先の社会に多 くを依存 していたのである。 しか し、この郷土訪問の

ケースは今までの行為 とはその方向性がまったく異 なって いる。エスニ ック ・コ ミュニ

ティにおけるく伝統 〉の強化を図るために、 エスニ ック ・コミュニティが出身地域 に依存

したのである。また、この状況に対 して出身地域の社会も、2世 用の食事や特別の教育カ

リキュラムを用意するなど、協力を惜 しまなかったのである。

3、 内部充実への力点移動 80年 代

S協 会 の記念誌は、80年 代部分 のタイ トルを 「内部充 実へ力 点移る」 としている。

70年 代に入 って徐々に成 し遂げられてきた済州道の発展 によって、道人 口は増加 し、道

民一人当たりの平均所得 も全国1位 となった。最も貧 しかった地域が最 も豊かになったの

である。

地元の済州商工会議所は、80年 代をさらなる 「成長期」と認識 している(済 州商工会

議所1991:345)。1985年 には 「済州道特定地域総合 開発計画」が確定 したが、 その

内容は、1991年 を 目標年度に、済州道全域を観光主導 で開発 しようとする内容であ

り、島南部の中文、東部の城山、東南部の表 善などの3大 観光地や、漢肇山など27観 光

地区を開発するということであった(済州商工会議所1991:414)。 しか しこれ らは、道庁、

ひいては中央政府(あ るいは国家)の 主導であり、 もはや在 日社会の経済的支援は必須と

はされていない。ここにいたって、S協 会の主要事業は70年 代にも増 して一層内部充実

へ と力点を移していくのである。

たとえば、1981年 には、同胞の結婚相談所の設置について議論が行われている。ま

た、同年には第三回夏期郷土学校が開催され、若い在 日の人たちに済州島について学び、

「郷土愛 と民族意識を高める」機会を提供 した。記念誌はこの催 しに参加 したある中学生

の感想を記録 している。

「14年 間も日本で暮 らしていると、自分が韓国人であることを忘れてしまいそうにな

ることが時々ある。 自分は周囲の人たちと同 じ日本人であるという錯覚をおこして しまう
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のだ。 しか し今回韓国へ行ったことで、韓国、特に済州道については数多 くのことを知る

ことができ、私の韓国に対する興味も今まで以上に深まった。(中 略)こ れか らも機会が

あれば韓国へ行きたい。韓国語の勉強を してか ら」(『 記念誌』:209)。

済州島への海外か らの観光客

外国人総計

在外コリアン

日本人

(資料:済 州道統計年報などより作成。但 し在 日コリアンと日本人について
は、入手資料の関係で85年 以降のみの記載)

夏期郷土学校もこれ以降毎年のように行われていくことになる。

このような済州道一在 日関係をある面で象徴 した書物が1983年 、済州道庁によって

発刊された。題名は 『愛郷の しるし』。副題 に 「在日同胞寄贈実績」とあるように、 「在

日済州道出身者たちが故郷の発展を願 って寄 贈というかたちで支援 してきた内容を記録 し

たもの」(『 同』:215)で ある(19も在日済州道出身者 と故郷とのつなが りを端的に象徴 し

てきた 「寄贈」という行為が、受け手である済州道の人たちによって、ひとつの集合的記

憶として位置づけられる時期がきたということなのであろうか。もちろん、彼ら在日の寄

㈹ この資料 の詳 しい紹介 は
、前掲小川 ・寺 岡1995、 を 参照の こと。



贈意欲が衰えたということではない。なぜな らば、1984年 に済州道では じめて開催さ

れた全国少年体育大会の後援募金を道知事か ら依頼されたとき、在日済州人たちは、 日本

全国で実に12億 ウォン(約3億 円)を 集めたか らである(『 同』:225)。 しか しなが

ら、この後もソウルオ リンピックへの支援や農業研修者の受け入れなどは続 くが、故郷の

生活改善にとって切実な事業は減少 してい く。そしてむ しろ前述のような、交流 という行

為 自体から故郷 との連続感を得るといエスニ ック ・アイデンティティ維持主体の内容 に変

わっていくのである。記念誌の年史部分を編集者は次のように締めくくっている。

「私達は今、これまでにな しとげた成果について十分な満足感に浸っている。 しか し済

州道の将来は永遠であり、私たち在 日同胞の将来 も永遠でなければならない。

子々孫々にいたるまで済州人としての自覚の下に、民族の誇 りをもって力強 く生きて

い く道を開 くために、私たちがなすべき課題はなお多いのである(「 同』:265)。 」

新たな課題 と方向性を模索しつつ、S協 会は今日も活動を続けている。

四 結論

我々は ここまで取 り上げてきた事例から多 くの知見を引 き出す ことが可能だと思われ

る。本最終章では、そのなかか ら、開発にお ける技術導入を取 り上げ、移民先のエスニッ

ク ・コ ミュニティ研究の重要性を検討 してみたい。また後半では、本稿の事例のような、

エスニ ック ・コミュニティと出身地域を結んで活動する組織についての分析枠組みを、仮

説的に提示 して結論にかえたい。

1、 地域研究にお ける移民先コ ミュニテ ィの重要性一技術導入の場合一

まず、30年 を超えるS協 会の活動を振 り返るとき、最も強 く印象づけられるのは、地

域外に在住する者(在 日済州島出身者)が 、地域(済 州道)開 発や変容にいかに大 きな影

響力をもっていたか、 ということである。その影響力とは、具体的には郷土訪問による現

状の把握や援助需要のサーチに基づいた支援や寄贈によって行使 されていた。また、郷土

訪問の際の道や政府高官 との会談によって在 日済州人側の希望が直接伝 えられ ることも

あった。
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また一方、視察団の招請による技術の吸収支援は、行政 ・教育 ・農業技術 ・工業技術な

どあらゆる分野にわたった。これらは同時に人間関係構築の役割も果た した。

このよ うな援助形態が、済州道の60年 代以降のすみやかな発展の少 なくとも一因と

な ったことは、否定できないであろう。現在の済州道の産業構造においても、在 日資本の

影響力は非常に大きい と言われている。道庁のデータによれば、解放後在 日コ ミュニティ

か ら済州道にたいしてなされた寄贈だけで総額82億 ウォンにのぼるという(済 州道公報

官室1991)。 これに在 日の企業による投資や個人的な済州道の親族への送金 ・貸与などを

含めれば、その額はさらに大きいものとなろう。

周知のように、開発はときに当該社会に大 きなひずみを生み出す。その原因は、外部の

大資本による利益の環流をもくろんだ開発であったり、国家の中央集権的な政策であった

り様 々である。

清川 と トランによれば、解放後の韓国にお ける技術導入は、次のようにすすめられたと

いう。

「すなわち標準的 ・定型的技術が導入 された時代(1970年 代)ま でには、政府の規

制色が強かった一方、技術水準 ・技能吸収能力を向上させるための政府の役割も大きかっ

た。これに対 して先端技術の導入が多くなった80年 代以降は、各種の導入形態が自由化

され、民間企業の 自由裁量とR&D活 動での役割もまた拡大 した(清 川 ・トラン1994:91

>oJ

済州道一 日本の関係を追ってきた我々は、 ここにもう一つの 「開発過程」が存在 したこ

とを知る ことができる。それは、国家(中 央)に 先ん じ、 またときにそれに拮抗する形

で、国際的人 口移動 によって成立 したいわば 「土着の」ネ ットワークを通 じて資本と技術

が導入 される過程であった。近年の 「陸地」か ら済州への財閥の進出に対 して、S協 会の

ある会員は、 「正直故郷が奪われるよ うだ」と語っている(海外同胞問題研究所1993)。 近

代国家韓国の 「辺境の地」であった済州島は、エージェン トとしての在日ネッ トワークと

その組織によって、少なくともその発展のための 「テイクオフ」を助けられたといえるの

である。そこで、最後にこのように重要な役割をはた したエージェン ト、S協 会の活動を

今一度振 り返 り、その解釈枠組み作成のための作業に踏み出してみたい。
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2、 移民制度体 としてのS協 会

S協 会の活動を通時的に振り返 ってみると、会の事業計画が状況によって変化 していっ

たことがわかる。一例をあげれば、解放後の困窮生活を同郷出身者どうしで助け合おうと

いうかけ声で集まったこの会が、設立時には済州道への援助を第一目的として掲げるよう

になり、やがて故郷 とのつながりを在 日コ ミュニティの文化的再生産のための文化供給パ

イプとして利用するよ うになってい った。そ して近年、そのような状況 の変化 に対応 し

て、協会は自己定義(名 称)の 変更をも検:討している20。

「今後、協会の事業は、 日本に永住するわれわれの子孫のことを考えて展開しなければな

らないのではないか。われわれはここに骨を埋めて子孫を増やしていくんだし、今後 日本

で何か事業をするにして も、S協 会という名前では日本では通用 しないと思 うのです。あ

る意味で は転換期ですね。そうい う意味で私は会の名前を変えて もいいと思っている」

(『記念誌』:282)。

「協会はわれわれの親睦会として考えるの も大事だと思うんですよ」(『 同』:288)。

これまで筆者たちは共同で、S協 会以外の いくつかの民族ネッ トワークや団体について

の調査 ・観察を行 ってきたが、このような組織のあ り方は、ひとりS協 会のみに特殊なも

のではな く、在 日コリアンの組織の多くに共通 してみられる(飯 田他1995)。 我々はここ

から、エスニックなコミュニティが形成する集まりについて、ある程度一般化 されたモデ

ルを構想することができよう。

そしてその際、極めて示唆に富むものとして、筆者が注目してきたものが、冒頭でも触

れた、 トマスとズナニエ ッキの 『ポーランド農民』に端を発する初期 シカゴ社会学の一連

のエスニ シティ研究である。特にパ ークの研究は、移民コ ミュニ ティにおける結社に着

目、分析を した点で我々の問題意識に直接つながるものである。

パ ー ク と トマ ス に よ る移 民 組織 研 究

1920年 頃、 シカ ゴ大学 に在籍 したパ ー クと トマスは、多 くの移民者の コ ミュニ ティ

20本原稿提出後
、協会がその名称か ら済州道の発展に寄与するというニュアンスをのぞい

たことがわかった。報告書編集の都合により本文の改訂ができなかった。ここにお詫びして追記す

る。
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を訪ね、そ こにおいて観察 され た移民者 の集 ま りを、以下の4つ の タイ プに分類 した。

(1)「 応 急手 当」制度 体(First-aidinstitution)

移民直後 の新参移民は、ホス ト社会 の様 々な システムが十分 に理解で きていない。 その

よ うな彼 らに、生 活す るために必要なサ ー ビスや情報を提供す る。エスニ ック ・フー ド、

仕事 の斡旋 、部屋貸 し、本国 との往来の手配 な どをおこな う制度体。

「それ らは移民が利用可能 な唯一の組織で あ る。アメ リカの銀 行や汽船会社 の代理店 は

彼 らの必要性 に応 え られ ない(Park&Miller1921:121)。 」

(2)互 助組織(Mutualaidandbenefitsocieties')

移民社会 にお いて帰属感を得た り、冠婚葬 祭、経済 的困窮、病気 ・事故な どの ときに支

援をお こな って くれ る組織。

在 日コ リア ンの場合、 日本の金融機 関か ら融資を受 けることが できなか った。そ こで 日

常生活 においては 「契」 とよばれる一種 の頼 母子 を利用 した り、事業を始め る際に大阪興

銀や朝 銀 とい った民族金融機 関、 さらに在 日韓 国人商工会 とい った組織 を彼 ら自身 が作 り

上 げてい ったので ある(ibid.:124-32)。 郷土 の親睦会や 親族会な ども第 一 義的には ここに分

類できる と思われ る。

(3)民 族 主義組織(Nationalisitcorganization)

移民が もち こむ移民元社会 の地域 的差違(方 言や歴史)や 地方 主義 を乗 り越 えさせ 、民

族 的団結 を促進 させ る組織。在 日においては いわ ゆる民団や朝総連 な どが ここに属す ると

思われ る。 これ らの作用 によって彼 らは移民 者か らエスニ ック ・グループにな って い く。

アメ リカ社 会に おける適応 の 問題 に 関心が あ ったパ ー クの表現 を借 りれ ば 、そ こにおい

て、 「… 彼 らは単 に地方 出身の外国人で あることをやめるの である。 シシ リー人 やナ

ポ リ人はイ タ リア人 にな り、ユ ダヤ人は シオニス トにな る(Park1925:157)」 。

(4)文 化制度体(Culturalinstitution)

移民者が外国で形成 したコ ミュニテ ィを維 持 し、二世 たちに母文化 を再生産 ・伝達 させ

る組織。民族学校、教会、 メデ ィアな どである。

では、本稿でとりあげたS協 会は上記のどれに該当するであろうか。4類 型の説明のな

かでも少 しふれたように、 「第一義的」には、2の 互助組織に入るであろう。 しか しなが

ら、ここまでの分析か ら明 らかなように、このS協 会を2の 「互助組織」という枠組みだ

けで規定 して しまったのでは、あまりにも欠 落するものが大きい。む しろそのような見方
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こそが、移民者のエスニ ック ・コミュニティ研究と出身地の地域研究 とを切 り放 してきた

のではなかったか。

S協 会はパークが探 り出 した移民社会にお ける集団やネ ットワークがもつほぼ全ての機

能を備えている。またその活動範囲はコミュニティをこえ、まさに出身母地域 と移民先の

社会とをつなぐエージェン トとして機能 して いる。このような機能や活動様式は、ホス ト

社会や出身地域の変化を巧みに察知 し、適応をはかるなかで獲得 していったものと思われ

る。その活動のありかたは、従来の集団 ・組織 ・ネ ットワークというどの枠組みでみても

十全ではない。そこで筆者は、このような集団 ・組織 ・ネットワークを超えたエスニ ック

組織を捉える枠組み 「移民制度体」モデルを、以下のように提示 したい。

移民制度体モデル

A=前 提

・移民制度体モデルは、 トマスやパーク、また彼の弟子ヒューズら21、いわゆるシカゴ学

派のエスニ シテ ィ研究の成果を思想的原型とする。

・ただし、その修正点は、パークらの分類を、集団類型としてではな く、移民制度体が包

含する主たる4つ の機能であると捉える。

・また移民制度体は、移民過程における国境 を超えた適応のダイナミズムを捉えるために

エコロジー的で動的な見方を採用する。

・またそれは、両地域(出 身地社会と移民先 のコミュニティ)で の文化生成 ・変容に少な

か らぬ役割を果たす事実に鑑みて、それが内外に創発させ るく意味〉を重視す る。 した

がって、それは象徴的相互作用論のマクロなモデルと見な しえる。

B=移 民制度体が示す一般的過程(=制 度体論的に見 た移民過程)

(1)同 じ問題状況に直面 した人々が、その状況をのりきるために、ある共通する思考や

行為の様式を発達させは じめる=制 度体となる。

21ヒ
ューズ(Hughes1931)は 、パークらの教え子であり、かれはシカゴの不動産協会の調査

を通 じて、制度体の分析をおこなった。本モデルはヒューズの仕事とパークらの移民研究を結びつ

けたものであるということができる。なおヒューズ理論や制度体の発想については、野田1990か ら

極めて多 くの示唆を得ている。
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(2)内 部の成員(例:S協 会会員)と それが存在する外部の社会の双方の欲求を満足さ

せるためにエコロジカルな適応を図ろうとする。

(3)そ の制度体の 「コンセプ ト」(例:活 動主旨、事業計画)を 生成させ、内部の成員

にたい して行動や解釈の基準を与える。(例:会 報の発行、総会、研修会)

(4)適 切なコンセプ トを生成 ・定着させるために、外部環境(例:日 本社会や済州島の

現状)の 定義をおこなった り、成員の代表的な欲求(意 見)を 汲み上げたり、逆にそれに

対 して、評価付けを行ったりして、調整をはかろうとする(例:会 合での意見聴取や、栄

彰)。

(5)さ らに、その 「コンセプ ト」を変化 ・拡大 させていくことによって、外部環境にた

いして自己役割(存 在意義)の 再規定をはか り、より大きな影響力 と権限を確保 して

いく(例:援 助団体から 「民族」団体へ)。

このように して、結果的に制度体は、成員個人のアイデ ンティティと彼らの外部環境の

定義の双方に影響を与えることになる。また、このようなモデルを採用すれば、様 々なエ

スニ ック集団を、その コミュニティが置かれ た問題状況から親族会や同郷会 といった在 日

のく制度体 〉が生成 し(あ るいはそのような集団が制度体化 し)、 移住や移民による地理

的移動と世代交代や 日本社会における文化的接触、本国の方針の変化 という内外のさまざ

まな環境の変化に適応 しつつ、生き延び、民族文化を生成 させ、 さらに発展する過程 とし

て トータルに記述することができるのではなかろうか。無論、このような見方は、まだモ

デルというよりは発想の提示段階といったほ うが適切であろう。一層の批判的検討が必要

である。

おわ りに

地域研究 とエスニ ック ・コミュニティにつ いて、韓国と日本間の国境を越えたひとつの

生活世界において繰 り広げられた事例を中心 に考察をすすめてきた。元来 「固定」 された

対象であるく地域 〉を研究す るために、フレキシブルな移民者やそのネ ッ トワーク、コ

ミュニテ ィを視野に入れるとなれば、それにふさわ しい新 しい概念的 「仕掛け」が不可欠

であろう。そのためにも、現代の地域研究を行う我々は、各 自のフィール ドでの成果をよ

り一般的な地平に還元 してい くための努力が、一層必要なのではなかろうか。
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